
効果検証シート（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業（令和5年度分））

交付金充当額
（円）

国県補助金等
（円）

一般財源
（円）

49,793,391 47,133,237 0 2,660,154

【経費内容】
・令和5年度住民税非課税世帯に対する7万円給
付：
　328世帯×70,000円=22,960,000円
・事務費：1,090,074円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・328世帯（令和5年度住民税非課税世帯）

【経費内容】
・令和5年度住民税均等割のみ課税世帯に対す
る10万円給付：
　60世帯×100,000円=6,000,000円
・事務費：440,273円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・60世帯（令和5年度住民税均等割のみ課税世
帯）

【経費内容】
・低所得者世帯等の子どもに対するに対する5万
円給付：
　33人×50,000円=1,650,000円
・事務費：253,964円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・48人（令和5年度住民税非課税世帯及び均等割
のみ課税世帯等となる子ども）

0 0 給付世帯数：60世帯

エネルギー・食料品等の
価格高騰により生活が
苦しくなった子育て世帯
の生活の維持に繋げる
ことができた。

0 0 給付世帯数：60世帯

エネルギー・食料品等の
価格高騰により生活が
苦しくなった生活困窮者
の生活の維持に繋げる
ことができた。

3

物価高騰対応重
点支援給付金
（子ども加算分）
【物価高騰対策
給付金】

物価高が続く中で低所得者への
支援を行うことで、低所得者の
方々の生活を維持する。

R6.2.19
～

R6.7.25
1,903,964 1,903,964

0 1,296,074 給付世帯数：328世帯

エネルギー・食料品等の
価格高騰により生活が
苦しくなった生活困窮者
の生活の維持に繋げる
ことができた。

2

物価高騰対応重
点支援給付金
（均等割のみ課
税世帯分）【物価
高騰対策給付
金】

物価高が続く中で低所得者への
支援を行うことで、低所得者の
方々の生活を維持する。

R6.2.19
～

R6.7.25
6,440,273 6,440,273

事業実績 事業評価

合計

1

電力・ガス・食料
品等価格高騰緊
急支援給付金
【物価高騰対策
給付金】

物価高が続く中で低所得者への
支援を行うことで、低所得者の
方々の生活を維持する。

R5.12.26
～

R6.3.27
24,050,074 22,754,000

Ｎｏ 事業名 事業概要 事業期間
総事業費
（円）

経費内容及び対象



効果検証シート（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業（令和5年度分））

交付金充当額
（円）

国県補助金等
（円）

一般財源
（円）

事業実績 事業評価Ｎｏ 事業名 事業概要 事業期間
総事業費
（円）

経費内容及び対象

【経費内容】
・燃料クーポン券発行に要する経費
　14,646,400円

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・全住民

【経費内容】
・裏磐梯小学校、裏磐梯中学校の児童生徒の給
食無償化に係る経費

【事業の対象（対象者、対象施設等）】
・裏磐梯小学校：22名
・裏磐梯中学校：19名

0 717,680
小学校及び中学校における学校給食費
の減免を実施した。

エネルギー・食料品等の
価格高騰により特に負
担が大きくなっている子
育て世帯に対する支援
と、安心して子育てがで
きる環境の構築が図ら
れた。

0 646,400
村民2,418人が燃料クーポン券を利用し、
冬季間の燃料代支援を実施した。

豪雪地帯である当村に
おいて、冬季間の燃料
代の支援が図られ、住
民の生活の維持に繋げ
られた。

5
学校給食無償化
支援事業

電力・ガス・食料品等の価格高騰
による負担増を踏まえ、特に子
育て世帯への支援のため小中学
校に在籍する児童生徒の給食費
の全額減免を実施することにより
負担権限を図る。

R5.4.1
～

R6.3.31
2,752,680 2,035,000

4
燃料価格高騰支
援対策事業

電力・ガス・食料品等の価格高
騰、特に燃料費高騰の影響は大
きい。山間地域かつ豪雪地域で
あり、車での移動は必須であり、
また冬期にあっては灯油等の燃
料費の支出は多く、価格高騰の
影響はとりわけ大きいため、燃料
購入クーポン券を発行し生活支
援を実施する。

R5.11.13
～

R6.3.26
14,646,400 14,000,000


